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９．事業事前評価表

事事事事 業業業業 事事事事 前前前前 評評評評 価価価価 表表表表
2002年９月18日

社会開発調査部第一課

１．対象事業名
　スリ・ランカ国初中等理数科分野教育マスタープラン
２．我が国が援助することの必要性・妥当性
（１）現状及び問題点

G. C. E.（General Certificate of Education）の
Ordinary–level（O–level：中学卒業程度）、及びAdvanced–level（A–level：高校卒業程度）合格率

O–level 2001年 A–level 2001年
数学合格率 22.6％ 数学合格率 59.4％
理科合格率 39.7％ 物理化学合格率 60.6％
社会合格率 75.6％ 社会合格率 80.3％

　スリ・ランカ国では教育は無償で行われており、その成果として初中等教育への高い就学率を
有している（初等教育、男子103％、女子103％、中等教育、男子71％、女子78％）。しかしなが
ら、上記の通り、G. C. E. O–level、及びA–levelにおける理数科目の合格率は他科目に比して低い
水準にある。かつ、A–level（grade12、13）において理数科コースに進学する学生数も少なく、
現在及び今後の産業界における人材需要に初中等教育が対応できていない状況にある（上記就学
率は粗就学率（在籍生徒数／該当年齢人口）であるため、遅れて入学する生徒、落第する生徒が
多い場合100％を越えることがある）。

（２）国家開発計画、地域開発計画、分野別計画などの計画と当該案件の整合性
　人的資源開発はスリ・ランカ国国家開発計画（1998～2004）において重点分野であり、1998年
からは教育改革も推進されている。

（３）他国機関との関連事業との整合性
　世界銀行はGeneral Education Project（Ⅱ）において、主に初等教育に対する、カリキュラム改
善、教科書・教材改善（ITの導入含む）、図書館整備、学校施設整備等を、Teacher Training and Teacher
Deployment Projectにおいて教員配置及び教員研修の改善に取り組んでいる。また、アジア開発銀
行（ADB）はSecondary Education Modernization Projectにおいて主に中等教育におけるIT教育の導
入、地方における学校施設整備等を行っている。本調査では世界銀行・ADBのこれまでの支援
を前提としつつ、理数科教育における更なる問題点の抽出を行い、その解決策を考案することと
する。

（４）我が国の当該への基本的援助方策との整合性
　1991年の経済協力総合調査時にスリ・ランカ政府と日本政府の間で人的資源開発を援助重点分
野の一つとすることにつき合意している。また、人的資源開発支援は2002年９月のヨハネスブル
グサミットにおいても重点分野とされており、我が国としても、今後５年間に教育分野に2,500
億円の援助を行うことを表明している。さらに、JICA国別事業実施計画上も、教育分野を重点
分野としてあげている。

３．事業の目的
　本調査は、社会・産業のニーズに合致した人材育成という観点から、初中等理数科分野教育の質的
改善及び量的拡充のためのマスタープランを策定し、その実施により、理数科目の成績向上及び理数
科学生人口の増大が図られることを目的とする。
４．事業の内容
（１）対象
（ａ）調査対象：スリ・ランカ全土の小中学校
（ｂ）技術移転の対象：人的資源開発教育文化省、教育研究所

（２）アウトプット
（ａ）計画策定：初中等理数科分野教育マスタープランの策定
（ｂ）技術移転：教育計画策定技術、教育行政サービス提供技術の移転
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（３）インプット：以下の投入による調査及び技術移転の実施。
（ａ）コンサルタント（分野／人数）

分　　　　野 人数
総括／教育行政・教育計画 １
改善運動モデレーター １
教育カリキュラム／教育手法 ２
教員訓練／人材育成 １
学校運営／コミュニティ参加 １
校舎施設整備 １
IT学習 １
注：本調査では、実証検証として各学校の創意工夫による改善努力をサポート・実施し、

学校ベースの改善努力を推進・恒常化するための制度構築への提言を行うことを、
マスタープランのコンポーネントの１つとして予定している。改善運動モデレータ
ーとは、それら学校ベースの改善努力に対する調査・推進・モニタリング活動等を
行うためのものである。

（４）総事業費
　調査に要す費用：約2.5億円

（５）調査のスケジュール
　2002年11月～2004年12月（２年２ヶ月）

（６）実施体制
（ａ）協力相手国実施機関名：人的資源開発教育文化省
（ｂ）協力相手国実施機関の責任者：人的資源開発教育文化省次官

５．成果の目標
（１）提案計画の活用目標
　策定された計画を基に提言された事業が順次事業化されること
　目標年：2005年～2012年

（２）活用による達成目標
　以下の目標達成度測定指標の改善
　目標達成度測定指標：対象学校のG. C. E. O–level及びA–level理数科得点・合格率、理数科分野
進学者数、入学率、退学率、出席率等

６．外部要因リスク
（１）協力相手国内の事情
（ａ）政策的要因：政権交代等による教育政策の変化
（ｂ）経済的要因：対象校周辺地域の実質所得水準の低下
（ｃ）社会的要因：北東部における国内紛争の急激な悪化

（２）関連プロジェクトの遅れ：
　世界銀行、ADBの教育セクターに対する様々な支援を前提としてマスタープランの作成を行
うところ、両者のプロジェクトの遅れによって、マスタープラン、アクションプランの内容、事
業化の進捗状況が影響を受けることとなる。

７．今後の評価計画
（１）事後評価に用いる指標
（ａ）活用の進捗度
　アクションプランにおけるスケジュールとの比較

（ｂ）活用による達成目標の指標
　対象学校のG. C. E. O–level及びA–level理数科得点・合格率、理数科分野進学者数、入学率、
退学率、出席率等

（２）上記（ａ）及び（ｂ）を評価する方法及びタイミング
　カウンターパートからの情報・統計資料（毎年）
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